
 

電子情報処理組織による税関手続の特例等に関する法律の 

一部を改正する法律案要綱  

 

 

一  題名  

   法律の題名を「電子情報処理組織による輸出入等関連業務の処理

等に関する法律」（以下「法」という。）とすることとする。  

 

二  総則  

１．目的  

    法の目的を、我が国の港湾及び空港における貨物の流通及び人

の往来の円滑化を図り、もって我が国の産業の国際競争力の強化

に寄与することとする。  （第１条関係）  

 

２．定義  

(1) 電子情報処理組織の定義に、関係行政機関の使用に係る電子計算

機等を加える等、規定の整備を行うこととする。  

(2) 輸出入等関連業務とは、国際運送貨物に係る税関手続その他の業

務で政令で定めるもの、出入国管理及び難民認定法、食品衛生法、

検疫法、植物防疫法、家畜伝染病予防法、外国為替及び外国貿易法、

港則法、港湾法等の規定に基づく申請等又は処分通知等であって政

令で定めるものに関する業務とすることとする。  （第２条関係）  

                        

三  行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律の適用  

法第２条で規定する電子情報処理組織を行政手続等における情報

通信の技術の利用に関する法律に規定する電子情報処理組織とみな

して同法の規定を適用し、必要な読み替えを行うこととする。  

  （第３条関係）  

 

四  会社の目的等  

１．会社の目的  

    輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社（以下「会社」と

いう。）の目的を、輸出入等関連業務を迅速かつ的確に処理するた

め、必要な電子情報処理組織の運営に関する業務を営むこととす

る。  （第６条関係）  

 

 ２．議決権の政府保有  

    政府は、常時、会社の総株主の議決権の過半数を保有していな

ければならないこととする。  （第７条関係）  
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五  業務等  

１．業務の範囲等  

 (1) 会社は 、そ の目的 を達成 する ため、 次の業 務を 行うと ことと す

る。 

 ①  輸出入等関連業務を電子情報処理組織により処理するために

必要な電子計算機その他の機器の使用及び管理  

   ②  輸出入等関連業務を電子情報処理組織により処理するために

必要なプログラム、データ、ファイル等の作成及び保管   等  

(2) (1)の業務のほか、会社は、財務大臣の認可を受けて、その目的

を達成するために必要な業務を営むことができることとする。  

(3) 財務大臣は、上記 (2)の認可をしようとするときは、あらかじめ、

法務大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣及び国土

交通大臣に協議しなければならないこととする。（第９条関係）  

 

 ２．会社の責務  

    会社は、常に経営が適正かつ効率的に行われるように配意し、

電子情報処理組織による輸出入等関連業務の処理が、全国におい

て、適切、公平かつ安定的に、かつ、なるべく安い料金で行われ

るように努めなければならないこととする。  （第１０条関係）  

 
 ３．株式、社債及び借入金  

(1) 会社は、新株等を引き受ける者の募集をし、株式交換に際して

株式等を発行し、又は弁済期限が一年を超える資金を借り入れよ

うとするときは、財務大臣の認可を受けなければならないことと

する。                  

(2) 会社は、新株予約権の行使により株式を発行した後、遅滞なく、

その旨を財務大臣に届け出なければならないこととする。 

  （第１２条関係）  

 

４．代表取締役等の選定等の決議  
   会社の代表取締役又は代表執行役の選定及び解職並びに監査役

の選任及び解任又は監査委員の選定及び解職の決議は、財務大臣

の認可を受けなければ、その効力を生じないこととする。 

  （第１３条関係）  
 
 ５．事業計画  
  (1) 会社は、毎事業年度の開始前に、事業計画を定め、財務大臣の

認可を受けなければならないこととする。   

(2) 財務大臣は、上記 (1)の認可をしようとするときは、あらかじめ、

法務大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣及び国土

交通大臣に協議しなければならないこととする。  
  （第１４条関係）  
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 ６．重要な財産の譲渡等  

    会社は、重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするとき

は、財務大臣の認可を受けなければならないこととする。  
  （第１５条関係）  

 

 ７．定款の変更等 

  (1) 会社の定款の変更等の決議は、財務大臣の認可を受けなければ、

その効力を生じないこととする。  

(2) 財務大臣は、上記 (1)の認可をしようとするときは、あらかじめ、

法務大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣及び国土

交通大臣に協議しなければならないこととする。  
  （第１６条関係）  

 

 ８．財務諸表  

会社は、毎事業年 度終了後３月以内 に、その事業年度 の貸借対

照表、損益計算書及び事業報告書を財務大臣に提出しなければな

らないこととする。  （第１７条関係）  

 

 ９．秘密保持義務 

    会社の取締役、執行役、監査役等は、その職務に関して知り得

た秘密を漏らしてはならないこととする。  （第１８条関係）  

 

六  雑則  

 １．監督  
  (1) 主務大臣は、法の定めるところに従い、会社を監督することと

する。  

(2) 主務大臣は、法を施行するため必要があると認めるときは、会

社に対し、業務に関し監督上必要な命令をすることができること

とする。  （第１９条関係）  
 
 ２．報告及び検査  
    主務大臣は、法を施行するため必要があると認めるときは、会

社からその業務に関し報告をさせ、又はその職員に、会社の営業

所、事務所その他の事業場に立ち入り、帳簿、書類その他の物件

を検査させることができることとする。  （第２０条関係）  

 

 ３．主務大臣  

  (1) 法における主務大臣は、財務大臣とする。ただし、会社の業務

のうち次に掲げる法令の規定に基づく申請等であって政令で定め

るものに関する業務に係るものについては、それぞれに定める大

臣とする。  
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   ①  出入国管理及び難民認定法  法務大臣  

②  食品衛生法又は検疫法  厚生労働大臣  

③  植物防疫法、家畜伝染病予防法等  農林水産大臣  

④  外国為替及び外国貿易法  経済産業大臣  

⑤  港則法、港湾法等  国土交通大臣 

(2) 上記 (1)に定める大臣は、監督上必要な命令等をするに当たって

は、財務大臣と緊密に連絡することとする。  （第２１条関係）  
  
七  罰則  

   所要の罰則規定を設けることとする。  
 （第２２条～第２８条関係）  

 
八  附則  
 １．施行期日  
    この法律は、別段の定めがある場合を除き、平成２０年１０月

１日から施行する。  （附則第１条関係）  
 
 ２．会社の設立及び独立行政法人通関情報処理センターの解散等  
  (1 )  会社の設立について、定款作成に係る規定等所要の規定を設ける

こととする。  （附則第２条～第１１条関係）  
  (2 )  独立行政法人通関情報処理センターは、会社の成立の時において

解散するものとし、その一切の権利及び義務は、原則として会社

が承継することとする。  （附則第１２条関係）  
 
 ３．会社の在り方の検討等  
    政府は、この法律の施行後できる限り速やかに、この法律に基

づき議決権の過半数を保有するため保有が義務付けられた株式を

除き、株式の売却を行うとともに、この法律の施行後１０年以内

に、この法律の施行の状況等を勘案しつつ、会社の在り方につい

て検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に応じて所

要の見直しを行うものとすることとする。  

  （附則第２３条、第２４条関係）  
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